
１、はじめに

「協同主義とポスト戦後システム」再論というこ

とで、私が『協同主義とポスト戦後システム』（雨

宮2018）という本を出して、そこでいろいろな議論

を提起してるんですが。その提起と、社会的連帯経

済、再編福祉国家論、それからモダン・マネー・セ

オリー（Modern Money Theory：MMT）という

問題と関連させて、問題を更に具体的に進めてみよ

うというのが、きょうの私の報告の主旨です。

私が上記の本の中で「無制限の市場支配になりが

ちな自由主義をコントロールし、ときには市場をデ

ザインし、社会的な連帯と非営利的社会関係によっ

て構成される戦前以来の系譜を持つ、非営利、非政

府・非国家の思想」として、協同主義という問題が

ある。それが国際関係とか政治とか経済、社会、哲

学、運動、組織にわたるものであると、非常に大雑

把な意味での協同主義の定義を行いました。

それから、時間軸では協同主義と自由主義の螺旋

的な循環過程として近現代史が解けるだろうという

こと。最近だけではないんですが、近現代になって

くると自由主義と協同主義がいわば混合する。現実

には共時的に協同主義と自由主義が併存し両者の関

係と量の変化が、一つの重要な軸になるだろうとい

うお話をしています。

それから、経済のところで提起してるのは、Ｇ－

Ｗ－Ｇ、つまり資本主義的な市場経済というのは、

必ずＧダッシュ、利潤抜きのですね、経済関係は存

在しないわけですけれども、利潤がなくても存在す

る経済。あるいはＷ－Ｗ、物々交換というふうな形

での経済のあり方もこの協同主義経済の中で重要な

ポイントになるんではないかということも提起して

おります。

それからもう一つは、協同主義の問題は結局、単

に国内的なシステムだけではなくて、国際的な形で

の関係が必要だろうと。だから、協同主義の国際的

なあり方、フェアトレードなんかも含めて存在する

ような問題として考える必要があるということを、

ずっと言って来たわけです。

最近、『同時代史研究』の最新号（2019年12月）

でですね、僕の『協同主義とポスト戦後システム』

を文献紹介という形で中村元さんが紹介してくれて

いて、これは非常によく私の協同主義の問題をまと

めてくださっているので、ちょっと配布した参考資

料に載せておきました。いま言ったことは、もう少

しカッチリと書かれてるということで。そのうえで、

いま言った協同主義のあり方についての問題と、社

会的連帯経済とか、再編福祉国家論とか、MMTと

いうのは、どういうふうに関連するかということを、

少しお話をしたいと思います。

１、はじめに

２、社会的連帯経済と協同主義

３、再編福祉国家論と協同主義

４、MMTと協同主義

５、むすびに変えて

「協同主義とポスト戦後システム」再論
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最初に、協同主義に深く関わるカール・ポランニ

ーのことを彼の著作『大転換』（ポランニー、2009）

と『カール・ポランニー伝』（デイル、2019）に即

してふれておきたいと思います。彼はＧ・ルカーチ、

カール・マンハイム、など同じくハンガリーのユダ

ヤ系知識人たちと活動しています。

『大転換』で彼は本来商品ではありえない労働、

土地、貨幣を商品化した事態を大転換とよび、以後

経済的自由と社会防衛の原理が激しく対立する。そ

の対立の行き詰まりのなかで市場的経済システムが

機能不全となり、社会主義、ニューディール、ファ

シズムが現れた。市場的経済システムは民主主義と

対立するが、前二者は民主主義と社会的自由の再生

を図ろうとするが、ファシズムはそれを否定する。

そして彼は労働、土地、貨幣を「市場の外」にお

くことを主張する（455頁）。つまり「脱商品化」で

すね。それを通して市場を民主的方向に従わせると

いうことです。

以上を上記の伝記では詳しい文脈のなかで究明し

ています。それによると彼は、市場経済と集産的計

画経済を批判し、個人の参加する生産者団体と消費

者団体との間の交渉による利害調整を通して社会経

済を調整、運営しようとする分権的社会主義経済

のモデルとしての、ギルド社会主義に好意を持って

いたといいます。そのギルドについては社会主義的

なそれとイタリアのファシスト的なそれとは異なり、

前者は個人自由の「最高の表現」であるのに対して

後者はその否定であり、自由主義的資本主義よりも

っと「私的所有」が支配する事態をつくる。つまり

産業資本主義から始まる「反民主主義のウイルス」

を拡大する。資本主義と民主主義は「両立しない」

（182頁）。ポランニーはニューディールを評価する

が、それが軍需生産による経済成長の拡大に至った

ことを批判します（276頁）。なお、イタリアファシ

ズムにおける協同組合もファシズムからの自立性を

有しており、反ムッソリーニの動きを体制内部から

行っていることは留意すべきと思います（雨宮1997、

39頁）。

ポランニーおよび伝記作者は労働力の市場化と自

然の市場化による社会の壊滅的な影響をおさえる非

市場的方法を検討します。そのなかで社会民主主義

者は最近、社会主義的制度に着手せず、コーポラテ

ィズム的な諸制度に取り掛かり、それを、新自由主

義的路線に鋳直した（411頁）。つまりこの間の第三

の道の評価ですね。

伝記の「訳者解説」ではデイルは、ポランニーは、

経済を社会に「埋め込む」ことによって「個人の責

任と共同体の発展」を共に可能とするような「社会

の再統一」を考えていたこと、それはキリスト教と

マルクスとの結合を「思想的核心」とし、「資本主

義的市場経済の暴走を抑制・調整する」、ハードな

方法として、「労働・土地・貨幣の脱商品化」を考

えていたといいます。ちなみにそのソフトな方法は

福祉国家だといいます。

そして最後に、デイルは伝記で「非市場的ユート

ピア」の構想こそがポランニーの最大の知的遺産で

あり、「産業文明を新たな非市場的基礎に移行させ

る」ためのプロジェクトを構想し続けた。マンハイ

ムのいう、社会の現実を変えるための集団的行為を

後押しする、新しく先取的かつ変革的な道標となる

思想、としてのユートピアとしての「非市場的ユー

トピア」であるといいます（437頁）。

以上のようなポランニーの思想を見ると、民主主

義と資本主義の両立不可能性（蠟山政道、雨宮ブロ

グ2017年７月28日）、協同主義と自由主義の共時性

と螺旋的展開、国際的在り方、ファシズムや総力戦

体制の位置、ニューディールと軍事ケインズ主義、

憲法九条と協同主義、ナショナリズムをこえたナシ

ョナリズムと９条ナショナリズム、質的な経済成長

と文化と遊び、非雇用労働と雇用労働の再定義（価

値転換）と相互性、正規・非正規労働と条件の再定

義（価値転換）と相互性と接近、など私が関わって

きた検討課題を持っている、あるいは持っているが

ゆえに、ポランニーを協同主義者と見たい誘惑にか

２、社会的連帯経済と協同主義

056



られます。

社会的連帯経済といわれるものはいったい何かと

いう問題があります。これも文末につけた「文献」

もふくめてものすごくたくさんの本とか議論があっ

て到底まとめられないんですが、少し大きくいえば、

カール・ボランニーの『大転換』の中でずっと展開

されている、つまり経済には三つの経済がある。つ

まり、互酬に基づく経済、再分配による経済、それ

から市場による経済。

再分配というのは、具体的には国家が金を集めて

再分配するという経済ですね。それから市場という

のはご存知のとおり、商品交換の市場であります。

それから、互酬というのは、その国家でも市場でも

行われないような社会的な互酬関係に基づく経済と

いうことです。

社会的連帯経済というのは、この互酬の論理に基

づいた経済というふうに、大きくは言えます。ここ

もまたさまざまな形でのあり方があって、社会的経

済というのはもともとはフランスで最初にかなり自

覚されて、具体的には協同組合とか、アソシエーシ

ョンとか、共済組合とか、財団などを中心とした

経済。だから、これはおよそ市場的な経済とは違う、

そういう経済のあり方であります。

それから、連帯経済という言葉、最初は社会的経

済と連帯経済というのが別々の形がある。とくに連

帯経済が具体的に発展してるのは、南米などです。

とくに南米の場合ですと、企業倒産とか失業者がで

すね、非常にいっぱい出て来る。そうすると、企業

に依拠して生活ができないという状況の中で、たと

えば多くの失業者が手工芸品とか、廃物の循環とか

ですね、そういうさまざまな形で、自分たちが協同

組合をつくって、それで自分たちの生活を保つとか

ですね。

それから、企業は倒産してしまうと、従業員が協

同組合をつくって回復企業を行う。あるいは協同キ

ッチンとかですね、それからフェアトレードとか、

マイクロファイナンスとかいうものを、自分たちが

つくり出すという形で行われる経済を連帯経済とい

うふうに言っています。

これがやがては、社会的連帯経済という形で一緒

になっていきます。これは、とくにEUなんかでも、

それが取り上げられたりします。そして、非常にお

もしろいのが北欧型、南欧型、中欧型のような非常

な違いがある。北欧型の場合は、どちらかというと、

この協同組合を中心として非常に、たとえば保育所

を父母たちが協同組合をつくって運営するというふ

うなことも含めた、かなり民間の協同的なところが

大きく展開するようなところは、北欧型。北欧型は

それを国家が促進するような構造になってる。

ところが南欧の場合、スペインとかポルトガルと

かイタリアの場合だと、国家もダメで、企業もダメ

である。ダメっていうのはおかしいんですが。そう

すると、国家にも頼れないし、それから市場にも頼

れないような形でのあり方が南欧型っていうことで

す。

中欧型っていうのは、これはドイツとかフランス

なんか。とくにドイツなんかも含めてですけれども、

ここでは非常に、もともとアソシエーションとケイ

ンズ主義的な国家が一緒になってるようなそういう

形が存在して、それがある意味では社会的連帯経済

のあるあり方を決めてるということなんです。

最近では非常におもしろいのはですね、韓国でこ

の社会的連帯経済が著しく展開しています。僕も最

近半年ぐらいで知ったんですが。そういう関係の市

長が、たとえば大きいソウル市なんかの市長になっ

てですね、かなり社会的連帯経済的なことをやって

います。これは、まだよくわからないわけですけれ

ども、日韓関係とか韓国の反日と反北という形で整

理されるあり方とは違うあり方を考える一つの大き

な可能性はあるというふうに私は思ってます。

これは少し飛びますけれども、南北統一による戦

後体制の幕引きという状況の中で、そのあとどうす

るかという問題は、国際関係の問題でも、政治経済

のシステムとしても、どうしても考えなきゃならな

いわけですが、そのときにこの問題をどうするかっ

ていう問題とも関係すると思います。

それから、もう一つの、さっきのカール・ボラン

ニーの問題も含めてですけれども、「もう一つの経
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済」という言い方をかなりみんなしています。もう

一つの経済としての互助に基づく社会的連帯経済、

市場でもなく政府でもないような、そういうもの

がですね、しかし単独で存在するということは抽象

的には考えなくて、国家をいわば規定する、国家を

通してですね、たとえば総合的な協同組合法案を法

制化するとか、そういうことはほとんど韓国も含め

てイタリア、ポルトガル、それからドイツも含めて、

かなりきちんとやられてますね。

それから、もう一つは、市場への影響の問題で、

市場がすべて、まさに市場に一元化されるというこ

とを、いわば相対化するようなものとしてある。と

くにおもしろいのは、労働市場の問題でいうとです

ね、これはあとの福祉国家の問題とも関わりますけ

れども、つまり労働市場というのは、いかにうまく

雇用されるか、きちんと雇用されるかという問題に

も関わってくるわけだけれども。この社会的連帯経

済における働き方というのが、雇用でない働き方。

つまり労働の脱商品化の具体的形態ですね。

これは出資者と、働く人と、政策決定と、消費す

る人間が、ある意味では同じ人間になるというふう

な形での自主管理における働き方というのは、雇用

という関係ではないわけですね。そういう三つの経

済のハイブリッドが必要であるということは、よく

いわれてます。

それから、資本主義が、これはちょっと雑すぎま

すが、産業資本主義から知識資本主義というふうに、

たとえばいわれたとして、知識とか情報が非常に重

要になってくるというときにですね、協同主義の問

題でいうと、知識というものの共有とか公有ってい

うのはどうあり得るかという問題。

つまり、知識が私的な形で、利潤の対象にならな

いような、又政府の統制の対象にならないようなあ

り方はどうあり得るか、という問題をかなり考えな

ければならない。これは僕の、『協同主義とポスト

戦後システム』のところの最後のディスカッション

のところでは、かなりそのことを踏み込んでいるつ

もりです。

あとは、ちょっとこれはあまり大きい例ではない

んですが。この前、テレビを見て、台湾でですね、

本屋さんがどんどん潰れていくっていうわけですね。

だけども、コミュニティ本屋という形で非常に地域

で本屋をつくりはじめる。それは、農産物との物々

交換とかですね、それから本屋さんをやってる人の

知識に基づいて本を揃えるとかですね。

それから、等々で、非常にコミュニティに本屋が

関わっていて、そこでは儲けないし拡大しない。単

純に再生産なんだけれども、一種の持続可能性があ

るようなちょっとおもしろいものでした。

最後に以上の社会的連帯経済を具体的に担う、労

働者協同組合、ワーカーズコレクティブとかワーカ

ーズコープといわれている組織の法制化についてふ

れます。日本では、協同組合には農協、生協、中小

企業協同組合などあり、それぞれ法人としての資

格が法律によって与えられています。しかし、労働

者協同組合はそれがないので、それをめざす「労働

者協同組合法」を成立させる運動が行われています。

企業組合は出資はあるが営利性はない、NPOは出

資と営利性もない、労働者協同組合（以後、労協）

は出資はあり、営利性はない。

その出資で労働と経営が一体となった、その意味

で雇用でない働き方で、地域や社会の課題を解決す

るものとして、労協を法人として位置づけ法制化し

ようとする動きが、国会では、2008年に「協同出

資・協同経営で働く協同組合法を考える議員連盟」

（坂口力会長〔公明〕、共産党も含む各会派から副会

長）ができました。そのあとも2017年３月に自民、

公明による与党政策責任者会議の下に「与党協同労

働の法制化に関するワーキングチーム」（田村憲久

座長〔自民〕）がつくられ、ワーカーズコレクティ

ブ、ワーカーズコープとも意見交換をして、2018年

12月20日に法案骨子をまとめ、2019年２月４日に与

党政策責任者会議で了承し、２月27日に超党派の

「協同組合振興研究議員連盟」（河村建夫会長〔自

民〕）役員会で了承しました（日本労働者協同組合

（ワーカーズコープ）連合会『日本労協新聞』号外、

2019年４月８日、他ブログより）。

まだ、法案として通過していませんが、この過程
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が意味するものは、注目に値します。つまり、自民

党、共産党、公明党など政党のほとんどの部分が、

協同組合、そして労働者協同組合を支持しているこ

とです。これは、筆者が日本社会と歴史を、自由主

義と協同主義を軸に考え、自民党にも自由主義と協

同主義の流れが脈々とあり、公明党と共産党は協同

主義の側面が強いことをのべ、それゆえに協同主義

は決して孤立した部分的なものではないことをのべ

てきましたが、それが一面で表現されていると思わ

れます。

３、再編福祉国家論と協同主義

それから、第二番目は、再編福祉国家論と協同主

義の問題です。このことについては、福祉国家論の

人々はいっぱいいろんなことを言っていますが、ま

とめてみると、フォーディズム、大量生産、大量消

費が行われて、そして労働者のお金を使って、それ

でかつ国家もフォーディズムに即した形で福祉国家

ができるというシステムが、だいたい20世紀の前半

には確立して、ということになっています。

ところが、これがフォーディズムがダメになって

ですね、福祉国家も後退するという状態になってき

て、では、それはどうするかという問題が問われて

きたというのがだいたい再編福祉国家論のお話です。

そのときにおもしろいのは、脱商品化です。Ｃ・Ｅ

アンデルセンという人が『福祉資本主義の三つの世

界』（アンデルセン2001）という有名な本を出して

いますね。）

そこでは、福祉国家というのは、どういうタイプ

があるかということをのべてます。少し最初に説明

しますと、自由主義型というのは非常に小さな政府

で、小さな政府という形で福祉国家を形成するとい

う、アングロサクソン系、英米系がそうだと。

それから、保守主義型というのは、中欧、ドイツ

など大陸系だと。そこでは、旧来の家族関係があっ

てですね、そしてその１人の男が１人で稼ぐという

形で存在していて、それの関係を助けるのは保守主

義の福祉国家。

社会民主主義型というのは、脱商品化を非常にや

る傾向が強い。脱商品化というのは、世の中は全部

商品関係で成立するけれども、とくに一番大事な商

品というのは労働力商品であること。労働力が商品

にならなくても、労働力商品が使えなくなっても生

きて行ける状態をつくるというのが、脱商品化の福

祉国家。それを社民主義はかなりやったんだと。そ

ういうタイプだというわけですね。

これについて、とくにさっき言ったように、福祉

国家の再編という問題は、そういう脱商品化を再商

品化に転化しはじめる。これはご存知のとおり、新

自由主義の状況に移りますね。そこで、フォーディ

ズムのあとっていうのはネオリベラルで、ネオリベ

ラルの場合だと脱商品化から再商品化に展開する。

再商品化というのは、労働力を売らなければ、労働

力も商品として売るということを前提にしたうえで

の福祉の問題を考える。

それは具体的には再商品化という形で表れる。福

祉のさまざまな問題を民営化するとか、民間資本に

渡すという形での福祉それ自体をいわば商品化する

ということもある。もう一つは、これはあとからも

ちょっとお話しますけれども、労働力の再商品化。

これは非常に微妙なのはですね、「第三の道」とい

われていて、イギリスのブレア政権の時代にヨーロ

ッパでも一時流行ったわけですけど。しかもこれが

中道左派かなんかがやるわけです。

つまり、適合しなくなった労働力を次の労働力に

合うように訓練する、ワークフェアというか、アー

ティキュレーションとかっていうような言葉で再商

品化するということが、いわば存在してきたと。

それからもう一つは、脱家族化。脱家族化ってい

うのは何かっていうと、女性が働き始める。そうす

ると、男が１人で稼いでというシステムが失われて

くるということになります。脱家族化は、たしかに

女性が働ける状況をつくるんですけれども。女性労

働力の商品化としてでもあるということになるわけ
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です。

もう一つはですね、それとの関係もグローバルの

問題が入って来て、福祉ショウビニズムという形で、

かなり小さくなったというか、減少された福祉国家

でですね、ニューカマーが来てパイを奪うことに対

して激しい反発があるというような形になる。

新川（敏光）さん（新川2011、齋藤2004）がこう

いうことを説明していてですね、そのためにはベー

シックインカムとコミュニティが必要だと、ちょっ

と飛躍しすぎていると僕は思うんですが。というこ

とを言ってます。これもそのとおりなんだけれども、

リアリティの問題としてはもう二つ、三つ、なにか

が必要じゃないかと思います。

いまもお話しましたように、この福祉国家の再編

の過程でですね、たとえばブレア政権の「第三の道」、

ワークフェアというふうな形での雇用政策が大々的

に展開される。このときに、これは新川さんもそう

だし、いろんな人がいうんだけど、ジェンダーも含

めた労働力の商品化の問題でもあるし、再商品化の

問題でもあるということになります。

新川さんはそれに対してですね、福祉政策は雇用

政策に代替してはいけないと。社会権に基づいて、

福祉国家の問題は依然として考えなきゃいけないと

いうことを言っています。

もう一つ社会権の問題っていうのはたぶんシチズ

ンシップの問題だと思うんですが。その問題でもあ

るんだけれども、先にお話しした賃労働でない働き

方の問題をもう少し考える。つまり、オルタナティ

ブを考えるんだったら雇用でない、つまり労働力商

品化でない働き方に関る社会的連帯経済のようなこ

とが必要だと思います。

エスピン・アンデルセンは、コーポラティズムが

脱商品化と公共投資をマーケット以外でも民主的に

行うものとしているし（井戸正伸「「資本主義デモ

クラシー論」の可能性」『思想』1990年10月、141頁）、

その通りですが、しかしその労働組合は、労働者を

商品とする立ち位置が前提になっています。つまり、

福祉国家論における脱商品化は、先にのべたカー

ル・ポランニーの３つの経済でいえば、国家の再配

分に依存する点でいえば、国家と市場の経済と異な

る相互扶助の経済、および雇用と異なる自ら出資し、

自ら働く働き方が、足りないということです。だか

ら、ポランニーがいったようにコーポラティズムが

ネオリベラルに適合する動きもしたわけです。

それから、もう一つは、そういう社会的連帯経済

の、国境を越境するというふうな形をどう考えるか

ということが大事ではないかというふうに思います。

以上のように、内外の労働や自然の脱商品化を具体

的に経済においても政府においても実現しようとす

る「福祉国家」を考えると自由主義・保守主義・社

民主義のタイプでない、協同主義タイプの福祉国家

ということが考えられるのではないかというふうに、

いまのところ考えています。

それからもう一つは、この再編福祉国家の問題で、

これは僕はあまり専門ではないのですが。ちょっと

おもしろいのは、福祉の問題はですね、法的に見る

と共同体法のような形で福祉が行われていたのをで

すね、近代になってくると、それは民法の関係とし

てやるんですが、それに対してさっき言ったような

福祉国家への動きは、社会法を中心とした形で正当

化されたり、編成されたりするんですね。これはた

とえば、ネオリベラルで、福祉国家再編の場合には、

もう１回民法に戻る、福祉の問題ということになり

ます。僕の議論でいうと、螺旋展開でいえば、その

あとはダッシュ社会法と共同体法であるかどうかっ

ていうことについては、法律の方に検討してもらい

たいと思います。

それから最後ですが、これはMMTと協同主義の

問題。これは乱暴にも政治学や歴史学と関連させる

のは初めてでですね、とにかくまったく一番最初か

らやり始めるという状態でありました。まずMMT

４、MMTと協同主義
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とは何かということを簡単に説明したほうがいいと

思うんですが。これは配布した参考資料の１、２、

３です。これは、『MMT貨幣経済理論入門』（レイ

2019）から、ちょっと読みますね。

・通貨発行権のある政府にデフォルトリスクはま

ったくない。通貨が作れる以上、政府支出に財

源の制約はない。インフレが悪化しすぎないよ

うにすることだけが制約である。

・租税は民間に納税のための通貨へのニーズを作

って、通貨価値を維持するためにある。総需要

を総供給能力の範囲内に抑制してインフレを抑

えるのが課税することの機能である。だから財

政収支の帳尻をつけることに意味はない。

・不完全雇用の間は通貨発行で政府支出をするば

かりでもインフレは悪化しない。

・財政赤字は民間の資産増（民間の貯蓄超過）で

あり、民間への資金供給となっている。逆に、

財政黒字は民間の借入れ超過を意味し、失業存

在下ではその借入れ超過（貯蓄不足）は民間人

の所得が減ることによる貯蓄減でもたらされる。

他のMMTに関する解説よりもすごくわかりやす

かったんだけれども、こういうことですね。通貨発

行権のある、これはつまりギリシャとかがなんで経

済危機になったかというと、通貨発行権のある中央

銀行を持っていなかったということがあって、もし

そこがある場合には制約はないと。だからインフレ

との関係で制約すればいいんだと。

それから、租税が非常にポイントになるんだけれ

ども、通貨のニーズをつくって維持するためで、総

需要を総供給力の範囲内に抑制してインフレを抑え

るのが、課税することの機能だと。だから財政支出

の方では帳尻をつけることに意味はない。たとえば、

これちょっとあとから言います、とくにワイマール

なんかの場合には、そもそも外側から賠償金をむち

ゃくちゃにかけられて、かつ供給能力が消費能力に

追いつかないと。非常にそういう状況であってです

ね、だからハイパーインフレがどこでもどの場合で

も一般化するっていうことはあり得ない。

それから、もう一つは、だから、財政は不完全雇

用を完全雇用に行かせるまでにすればいいと。それ

はいま言った、供給と消費の関係の問題。だから財

政赤字は実は民間の生産が豊かになってるというこ

とであってですね、黒字はかえって失業を増やすと

いう問題があるんだと。そういう話ですね。もっと

細かいことはいっぱいありますが。

ただ、もう少し言うと、資本主義の拡大再生産と

しての成長をいつもあるかどうかっていうことは、

これは一つの問題だけれども、少なくても失業とイ

ンフレとの関係で、いわば財政政策を積極性財政を

行うということは何も問題がない、ということを言

ってるわけ。これも非常に説得力ありましたね。

もう一つは、同じくランダル・レイさんが言って

るんですが、だいたいこういう反発が起きるって

いうわけですね。「クレージーだ！」と。それから、

「ジンバブエだ！　ワイマールだ！」。つまり、ジン

バブエっていうのもハイパーインフレで大変だし、

ワイマールもひどい目に遭って、あれがファシズム

になったという話ですね。また「お前たちは、我々

の経済を破壊する！」という、つまり均衡財政で小

さい政府でですね、だからこれはある意味では自由

主義経済のもっとも、ある意味では不況というのは

ですね、非常に労働力が安くなっていいわけですか

ら、それを不況とか、悪いことだと言わないという

こととも関係するわけです。その経済を破壊する理

論だという話です。

「お前たちは、不潔で、左翼で、共産主義のファ

シストだ！」と。これも非常になんか説得力があっ

てですね。ある意味では1929年の大恐慌のときにで

すね、その問題、まさに自由主義経済のツケがバッ

と出てきたわけですね。それをどうするかというと

きにですね、ソ連が５カ年計画で着々やってる左翼

だと。

それから、共産主義は共産主義、とにかくファシ

ストもナチスでですね、かなり違うやり方であるけ

れども、完全雇用に持って行くというふうな形にす

る。等々の状態を言ってるわけです。
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課題なのは、自由主義の行き詰まりの打開として、

ナチスとか翼賛体制とか、総力戦であるとか、ソ連

とかですね、ニューディールでない解決の可能性と

方向性を考える必要があるだろうという意味を考え

なければならないですね。

たとえばニューディールというのも結局、軍事ケ

インズ主義になってしまうという時代があったわけ

ですから、そうすると、軍事ケインズ主義でなくて、

国内需要、生活産業を中心とした形で困難を乗り越

えるようなあり方をどう考えるか、ということにな

ってくるんじゃないかというふうに思うわけです。

そうすると、ちょっとこれは日本の戦前の問題に

も関わってきますけれども、例の井上財政というの

はですね、まさにこの金本位制なんていうのは、こ

のMMTから言わせると、ほとんど犯罪に近いとい

うわけですね。ポランニーも、金本位制は自由市場

経済を支えるシステムだといっています。つまり、

非常に硬直になって、結局、失業とか、それから極

度のデフレをですね、結局システムでつくるんだと。

だから金本位制で緊縮財政の井上財政というのはで

すね、これは政治史なんかでは大正デモクラシーの

輝かしい、リベラルデモクラシーとかいう話になっ

てるわけでありますけれども。これはこのMMTか

ら言わせるとですね、ほとんど犯罪に近いと、こう

いう話になるわけです。特に先にお話した巨額な賠

償のあったドイツとちがって政策の選択の余地は十

分あったのですから。

そうなってくると、ある意味で井上とか自由主義

派ですけれども、政友会の積極財政というのを、高

橋財政も含めてどう考えるかっていうのはもう一度

深く考える必要があるかもしれない。

しかも国防国家派の積極財政と区別することがで

きるか、できないか。たぶんできる可能性がある。

それから、天皇機関説事件なんかでは、反動派とも、

いわば提携するという問題がありますけれども。こ

の問題を、財政政策の問題として考えるとどうなる

か。そうすると、国防国家派や反動派とですね、政

友会は一見似てるようであるけれども、かなり区別

して、ケインズ主義と軍事ケインズ主義とかですね、

戦争への道と、戦争ではない形での不況の脱出
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

の問

題の中でのたとえば政友会の積極財政の問題の評価

みたいな問題にも出て来るのではないかというふう

に思います。

それから、僕は『協同主義とポスト戦後システ

ム』の本の中で、安倍政権論を出していて、安倍は

実は単なるネオリベラルではなくて、新ケインズ主

義という形を行っていることはですね、安倍が支持

される非常に大きな根拠になってるはずであると。

そのことと、第１の国体に戻ろうとするということ

とを一緒くたにしないほうがいいだろうというふう

に言ってるのは、この問題に関わってます。

それから、ちょっとおもしろいのはですね、この

MMTの人がいろんなことを言ってます。これはた

とえば、レイが言ってることですけれども。

我々には、貨幣の新しい「文化的遺伝子」が必

要である。

その文化的遺伝子が、市場、自由な交換、個人

の選択から始まることはあり得ない。我々には社

会的なメタファー、すなわち私益最大化の論理に

代わる「公益」が必要である。我々は、政府が果

たす積極的な役割、および政府による我々の役に

立つような貨幣の利用に、焦点を当てなければな

らない。

政府は、公益のために通貨を支出する。政府は、

支払いにおいて通貨を受け取ることを約束する。

租税制度は通貨を背後で支え、我々は通貨を強固

なものに保つために租税を支払う。

ちょっとこの「公益」っていうのもまた非常に難

しくて。例の大政翼賛会をつくるときに、私益では

なくて公益って言うのは、いっぱい言われていて、

それとこれはどう違うかという問題は、検討してお

かなければいけないというふうに思います。

だからそうするとですね、たとえば緊縮のリベラ

ル、反緊縮のショウビニズム。ショウビニズムはか

なり反緊縮という形もあるけれども。そういうあり

方でない、できるなら反緊縮で協同主義が考えられ
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ないかということです。そして、ある程度いったら

自らが緊縮をする協同主義という形での考え方はあ

りえないかという問題は考えてみたいと思っていま

す。

また反緊縮の人は消費税に断固反対というわけで

すけれども、僕はどちらかというと、消費税はある

程度、20％ぐらいまで持って行って、セーフティー

ネットの基盤を非常にステーブルな形で国家でセー

ブしておいて、それにMMTを入れて、方向性をつ

けて協同主義という形になるのがいいんではないか

というふうに思ってます（雨宮ブログ、2020年２月

５日）。

５、むすびに変えて

最後ですけど、経済システムにおける社会的連帯

経済の問題と、福祉国家の再構成の問題と、財政政

策としてのMMT、この三者がいまずっとお話した

ように、最初に言ったＧ－Ｗ－Ｇ、あるいはＷ－Ｗ、

それから国家と市場のデザインということに、非常

に適合的に存在するのではないかというふうに思っ

てお話をしました。これら三者は協同主義を豊かに

展開することを可能にすることがよくわかりました。

付記：本稿は、第５回協同主義研究会（2019年12月

15日、東小金井駅開設記念会館）における報告をも

とに作成されたものである。
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